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第８次三重県医療計画の策定に向けた流れについて 

 

 

現行の第７次三重県医療計画の計画期間は令和６（2024）年３月 31 日までと

しています。 

次期計画となる第８次三重県医療計画の策定に当たっては、令和５（2023）

年３月末までに国から医療計画策定指針等の通知がされる見込みであり、各通

知等に基づいて、令和５（2023）年度に３回程度、各関係部会・協議会等を開催

し、令和６（2024）年２月を目途に取りまとめを行う予定です。 

 

 

１ ５疾病・６事業等＊検討内容 

○ 各疾病・事業圏域 

○ 現状・課題 

○ 数値目標・施策 等 

 

＊５疾病６事業等 

  がん、脳卒中、心筋梗塞等の心血管疾患、糖尿病、精神疾患の５疾病、 

救急医療、災害時における医療、へき地の医療、周産期医療、小児医療 

(小児救急医療を含む)、新興感染症発生・まん延時における医療の６事業

および在宅医療 

 

２ 次期計画の計画期間 

令和６（2024）年度から令和 11（2029）年度までの６年間 

（令和８（2026）年度中に必要な中間見直しを実施） 

 

３ 第８次三重県医療計画策定に向けたスケジュール（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料４ 

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

意見聴取

医療審議会

関係部会

協議会等

令和４年度 令和５年度

第２回会議
第１回会議

（方向性の検討等）
第２回会議
（中間案）

第３回会議
（最終案）

第１回会議 第２回会議 第３回会議

パブリックコメント、市町、

保険者協議会等への意見聴取

※ 部会等によって開催時期・回数の変動あり
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令和４年 12月 28 日第８次医療計画等に関する検討会 

「第８次医療計画等に関する意見のとりまとめ」（抜粋） 

 

災害時における医療 

① 見直しの方向性 

○ DMAT・DPAT 等の派遣や活動の円滑化や、様々な保健医療活動チー

ムの間での多職種連携を進める。 

○ 災害時に拠点となる病院、それ以外の病院が、その機能や地域におけ

る役割に応じた医療の提供を行う体制の構築を進める。 

○ 浸水想定区域や津波災害警戒区域に所在する医療機関は地域と連携

して止水対策を含む浸水対策を進める。 

○ 医療コンテナの災害時における活用を進める。 

 

② 具体的な内容 

（DMAT等の位置付け・明確化） 

○ DMAT・DPAT 等の派遣や活動を円滑化する観点から、所属医療機関

における隊員の活動に対する理解がより得られ、派遣しやすくなり、ま

た研修や訓練に参加しやすくするような仕組みの明確化について検討

を進める。 

○ DMAT・DPAT は、災害時のみならず、新興感染症のまん延時におけ

る感染症患者の入院・搬送調整や感染症専門家と協力しクラスターが発

生した施設等における感染制御等の活動に対する支援を実施する。 

○ DPAT の業務として新興感染症対応を明確に位置付けるため、活動要

領改正を行う。 

（多職種連携） 

○ 災害時において、都道府県は様々な保健医療活動チームと協力するこ

とが必要であることから、災害時に円滑な連携体制を構築可能にするた

め、保健医療福祉調整本部の下、様々な保健医療活動チームと共に訓練

を実施し、災害時におけるそれぞれの必要な役割を確認する。 

○ 被災都道府県は、大規模災害発生時に、都道府県の関係課及び保健所

の職員、災害医療コーディネーター、災害薬事コーディネーター等で構

成される保健医療福祉調整本部を設置し、当該本部は保健所・DHEAT、

各種保健医療活動チーム（DMAT、DPAT、日本医師会災害医療チーム

（JMAT）、日本赤十字社の救護班、独立行政法人国立病院機構の医療班、

全日本病院医療支援班（AMAT）、日本災害歯科支援チーム（JDAT）、薬

剤師チーム、看護師チーム、保健師チーム、管理栄養士チーム、日本栄

養士会災害支援チーム（JDA-DAT）、日本災害リハビリテーション支援

協会（JRAT）等）との連絡及び情報連携を行うための連絡窓口を設置し、

災害時における保健医療福祉活動の総合調整を行う。 

○ 都道府県は、災害時の保健医療提供体制を効率的に調整するため、都
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道府県の保健医療福祉調整本部に配置される都道府県災害医療コーデ

ィネーターと保健所又は市町村における保健医療活動の調整等を担う

本部に配置される地域災害医療コーディネーターの両者を整備する。 

○ 都道府県は、災害医療コーディネーターの配置を進めるとともに、訓

練への参加や研修の受講を推進する。 

（災害時に拠点となる病院、拠点となる病院以外の病院） 

○ 都道府県は、災害拠点病院について、地域の実情に応じて引き続き指

定を進める。 

○ 災害拠点精神科病院について、整備を進めるための支援について検討

する。 

○ 都道府県は、精神疾患を有する患者・小児・妊婦・透析患者等、特に

災害時においても配慮を有する被災者に対応できる体制構築について

平時より検討する。 

○ 災害時に拠点となる病院以外の病院においては、災害発生時に自院に

いる患者への診療を継続するために、平時から、業務継続計画（BCP）

を策定した上で、施設の耐震化や、自家発電機の整備、また、燃料の備

蓄等を含めた必要な防災対策を実施するほか、EMIS を用いて発災時に

自らの被災情報を発信できる体制の構築を徹底し、災害時には災害時に

拠点となる病院とともに、その機能や地域における役割に応じた医療の

提供に努める。 

○ 都道府県によっては、災害時に拠点となる病院に協力する医療機関に

ついて、地域の救急医療機関を中心に指定し、その取組を促している例

（災害時に多く発生が予想される中等症患者を積極的に受け入れる医

療機関を指定等）もあることから、これらも参考に、地域の実情に応じ

た災害時の医療提供体制を検討する。 

○ これらの取組が進むように、都道府県は、平時より、都道府県防災会

議や災害医療関連の協議会等において、災害医療コーディネーターや災

害拠点病院を含む地域の医療機関の代表者、その他地域の災害医療に関

する関係者と共に、関係機関の役割・医療機関間の連携について確認す

る。 

（止水対策を含む浸水対策） 

○ 浸水想定区域や津波災害警戒区域に所在する災害拠点病院は、風水害

が生じた際の被災を軽減するため、止水板等の設置による止水対策や、

自家発電機等の電気設備の高所移設、排水ポンプの設置等による浸水対

策を講じる。 

○ 浸水想定区域や津波災害警戒区域に所在するその他の医療機関は、浸

水対策を講じるように努める。 

○ 風水害も含め災害時に医療活動が真に機能するために、都道府県は地

域防災会議や災害医療対策関連の協議会等に医療関係者の参画を促進

する。 
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○ 業務継続計画（BCP）の策定は、地域における医療機関の役割やライ

フライン復旧対策等、他機関（行政・消防・関連業者等）を含めた地域

全体での連携・協力が必要であるため、地域防災計画等の他のマニュア

ルとの整合性をとる必要があり、医療機関が独自に策定するのは難しい

ことから、地域の防災状況や連携を研修内容に組み込んでいる厚生労働

省実施の BCP 策定研修事業等を活用し、実効性の高い業務継続計画

（BCP）を策定する。 

（医療コンテナの災害時における活用） 

○ 災害訓練や実災害時において、また、イベント時の事故等への備えに

おいて、医療コンテナを活用し有用性を検証する。 

○ 都道府県や医療機関は、災害時等において、検査や治療に活用する。

具体的には、災害時の医療提供体制を維持するために医療コンテナ等を

活用し、例えば、仮設診療所の設置や被災した病院施設の補完等を行う。 

 

③ 指標の見直し（例） 

・ DMAT 感染症研修を受講したDMAT隊員の隊員数及び割合 

・ 既存の指標の災害医療コーディネーター任命数を廃止し、都道府県災

害医療コーディネーター任命数及び地域災害医療コーディネーター任

命数 

・ 災害拠点病院以外の病院における自家発電機の燃料の備蓄（３日分）

の実施率 

・ 浸水想定区域や津波災害警戒区域に所在する病院において浸水対策を

講じている病院の割合 

・ 浸水想定区域や津波災害警戒区域に所在する病院において、業務継続

計画（BCP）を策定している病院のうち浸水を想定した業務継続計画

（BCP）を策定している病院の割合 

 

 


